
判決年月日 平成２２年７月１２日

事 件 番 号 平成２１年（行ケ）第１０４０４号
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当
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知的財産高等裁判所 第２部

○ シーサーの図形及び「ＳＨＩ－ＳＡ」の文字等からなる商標について，商標法４条１

項１１号（登録商標と類似），１５号（混同を生ずるおそれ），１９号（不正目的使用）

のいずれにも当たらないとされ，上記各号に当たるとした決定を取り消した事例

（関連条文）   商標法４条１項１１号，１５号，１９号，４３条の２

１ 事案の概要

原告は，下記(1)の商標（以下「本件商標」という。）の登録を受けた商標権者であるが（商標

登録第５０４００３６号），下記(3)の商標（以下「引用商標Ｃ」という。）の商標権者である補助

参加人プーマ アーゲー ルドルフ ダスラー スポーツ（以下「プーマ社」という。）から登録

異議を申し立てられた。特許庁は，平成２０年７月２日，本件商標は引用商標Ｃと類似し商標法（以

下「法」という。）４条１項１１号に違反するとの理由で，本件商標の登録を取り消すとの決定（以

下「原々決定」という。）をしたが，この決定について知的財産高等裁判所は，平成２１年２月１

０日，特許庁の上記認定判断は誤りであるとして，原々決定を取り消した。そこで，特許庁は，再

度審理した上で，平成２１年１０月２９日，本件商標は下記(2)の商標（以下「引用商標Ａ」という。）

と類似し法４条１項１１号に違反する，本件商標は引用商標Ｃとの関係で出所の混同を生ずるおそ

れがあるから同項１５号に違反する，本件商標は引用商標Ｃとの関係で不正の目的をもって使用す

るものであるから同項１９号に違反するとの３つの理由で，再度本件商標の登録を取り消すとの決

定（以下「原決定」という。）をしたことから，これに不服の原告がその取消しを求めた事案であ

る。

なお，本件商標については，その審査の段階で，引用商標Ａ等と類似し法４条１項１１号に違反

するとの理由で登録を拒絶する旨の査定がされているが，原告が請求した不服審判において，上記

査定が取り消され，商標登録に至ったという経緯がある。

記

(1) 本件商標（登録第５０４００３６号）

                  ・指定商品
第２５類「Ｔシャツ，帽子」

・出  願 平成１７年６月２１日

・審  決 平成１９年３月６日

・登  録 平成１９年４月１３日



(2) 引用商標Ａ（登録第７１１０５４号）

                   ・指定商品

第２５類「下着，寝巻き類，その他の被

服（運動用特殊衣服を除く）」

・出  願 昭和３９年９月２６日

・登  録 昭和４１年６月２２日

・権 利 者 シーサー アクチエンゲゼル

シヤフト，大賀株式会社

(3) 引用商標Ｃ（登録第３３２４３０４号）

                    ・指定商品

第２５類「被服，ガーター，靴下止め，

ズボンつり，バンド，ベルト，履物，運動

用特殊衣服，運動用特殊靴」

・出  願 平成６年１２月２０日

・登  録 平成９年６月２０日

・商標権者 プーマ アーゲー ルドルフ

ダスラー スポーツ

２ 裁判所の判断

裁判所は，概ね以下のとおり判示して，原決定を取り消した。

すなわち，裁判所は，本件商標と既に上記不服審判請求で判断の対象となった引用商標Ａとは，

観念，称呼で同一又は類似であるものの，外観において類似せず，本件商標と引用商標Ａとは類似

しないとし，両商標が類似するとした原決定の判断は誤りであるとした。

また，裁判所は，既に原々決定で類似性が否定された引用商標Ｃとの関係で，「引用商標Ｃは世

界的に営業を展開するスポーツ用品メーカーである補助参加人の業務に係る商品を示すものとし

て周知著名かつ独創的であり，本件商標の指定商品は補助参加人の業務に係る商品と，その性質・

用途・目的において関連し，本件商品の指定商品と補助参加人の業務に係る商品とでは，商品の取

引者及び需要者は相当程度共通するものであるが，本件商標と引用商標Ｃとは，生じる称呼及び観

念が相違し，外観も必ずしも類似するとはいえないものにすぎない点，原告が経営する沖縄総合貿

易が主として沖縄県内の店舗及びインターネットの通信販売で本件商標を付したＴシャツ等を販

売するに止まっており，販売規模が比較的小規模である点に鑑みると，本件商標の指定商品たるＴ

シャツ，帽子の取引者及び需要者において普通に払われる注意力を基準としても，本件商標を上記

指定商品に使用したときに，当該商品が補助参加人又は補助参加人と一定の緊密な営業上の関係若

しくは補助参加人と同一の表示による商品化事業を営むグループに属する関係にある営業主の業

務に係る商品であると誤信されるおそれがあるとはいえないというべきである。」として，法４条

１項１５号にいう「混同を生ずるおそれ」があるとはいえないから，「混同を生ずるおそれ」があ

り同号に違反するとした原決定の認定判断は誤りであるとした。

そして，裁判所は，本件商標と引用商標Ｃとは類似しない上，同項１９号にいう「不正の目的」

をもって使用するものであるとはいえないとし，また原告が補助参加人の商標のパロディの趣旨



で本件商標を作成し，その登録出願をしたものであって，引用商標Ｃにあやかって売上げを

上げようとするものであるとの補助参加人の主張を排斥して，「不正の目的」をもって使用

するもので同項１９号に違反するとした原決定の認定判断は誤りであるとした。


